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認知症医療介護多職種連携研修会を行って

 和気医師会理事　小谷　重光

　近年、地域包括ケアの一環として、認知症の人ができる限り住み慣れた自宅で生活し続け、
本人とその家族が安心できるようにケアパスの作成と普及が求められている。
　今回、備前市などと共に「びぜんケアパス」を作成し、その普及のため医療介護多職種連
携研修会を開催した。市民の方々も参加し、普及・啓発を図ることができたので報告させて
いただきます。
　まず、ケアパス作成にあたり、医師、認知症でケアに携わる方、ケアマネジャー、認知症
家族の会などで構成されている備前市認知症ケアパス策定委員会を４回開催。意見交換を重
ねた結果、「気づきシート」、「認知症の進行と主な症状やその対策へのアドバイス」、「認知
症の進行に応じて受けられる介護保険サービスや支援内容・連絡方法」、「認知症サポーター
養成講座の紹介」などを盛り込んだパンフレットとなった。
　研修会は、300名を超える参加があり、認知症への関心の高さが伺えた。研修会はまず、
和気医師会の浦上先生よりご講演いただいた。認知症高齢者が急増しており、誰がなっても
おかしくない疾患となっている。十分な理解と早期発見・治療がその後の生活を豊かにする
ことにつながると話された。
　続いて、53歳でレビー小体型認知症を発症された方の講演があった。診断がついたことで
不安が軽減され病気と向き合うことができたこと、ご主人から「残っている脳があるんだか
ら残った脳を使えばいい」と励まされ前向きになれたこと、多くの仲間と出会え、生活のヒ
ントを出し合いながら気長に支えてもらうことで今を乗り越え、喜びを感じることができる
ようになったことなど、多くの実体験を語られた。周囲の人の理解と支えがいかに大切であ
るかを述べられていたものであった。その後、「生き粋びぜん体操」という認知症予防体操
を参加者で行った。
　最後に、認知症ケアパスについて中心的役割を果たされた和気医師会副会長木村先生が、
説明された。そして、認知症の方の目線に立ち、気持ちを理解し、他者を尊重することの重
要性を説かれた。認知症の方を含め高齢者に優しい地域作りが大切であり、市民全員で関わ
ることが重要であると語られた。そのためにも、「認知症サポーター養成講座」の受講を、
と推奨された。さらに、前もって人生の仕舞い方を考え、家族など信頼できる人と話し合っ
ておいて頂きたい（「人生会議」）と締めくくられた。
　研修終了後、浦上先生、木村先生、保健師による認知症・介護何でも相談会が開催された。
　多数の参加者がアンケートに答えてくださったので、その一部を紹介する。「認知症はひ
とつだと思っていたが、色々な種類があることを知り、驚いた。」「認知症の認識が変わり、
正しい理解が必要だと思った。」「認知症は怖い病気だと思っていたが、体験者の話を聞いて
心が明るくなった。」「体験者の話は、お互いが支え合う必要がよくわかり、涙が出るほど感
動した。」「支え合いの大切さ、人の尊厳とは何かを考えさせられる機会となった。」「びぜん
ケアパスを活用したい。」「今後もこのような会に参加したい。」など、大きな反響が寄せら
れた。
　今回の研修は、専門職だけでなく認知症ケアの主役である市民も参加したことで、広く啓
発できた。また、講演者の熱い思いが参加者に伝わり、地域包括ケアの構築に向けて役立っ
たと考える。
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会員の声 （郡市等医師会から）

公立・公的病院「再編・統合」の再検証について
 都窪医師会監事　谷　本　　　安

　よりによって私の誕生日（９月26日）に、厚生労働省が「地域医療構想に関するワーキンググルー
プ」の第24回会議において、高度急性期あるいは急性期の病床を持つ公立病院・公的病院1,455病
院のうち、424病院（29.1%）が再編・統合など、2025年の地域医療構想を踏まえた具体的方針の
再検証を要請する対象であることを公表しました。私が院長を務める国立病院機構（NHO）南岡
山医療センターもその中に入っています。ご承知かとは思いますが、対象病院の判断は、急性期
病床を有しながら、救急・災害医療やへき地医療、周産期や小児医療、脳卒中や心筋梗塞などの
心血管障害、がん医療等の（急性期医療の指標の）診療実績が特に少ないということ等に基づい
ています。
　岡山県は再検証の対象となった病院の比率が高いということも指摘されており、９月30日に対
象となった13病院の取り組み状況に関して報道発表を行い、既に再編・統合について、公表され
た各病院が真摯に取り組んでいる現状である旨を知らせました。再編・統合の議論には、ダウン
サイジング、機能分化・連携・集約化、機能転換等も含まれ、当院では、急性期病床の一部を回
復期等の病床へ転換する予定としています。このことについては、2025年を見据えた具体的対応
方針（2025年プラン）を策定し、昨年度に県南西部地域医療構想調整会議でプレゼンテーション
を行い、合意が得られました。さらに、今年度、地域包括ケア病床を休床とし、障害者病床を増
床したことから、一部修正を行い、再度合意を得ています。
　今回の公表の意図は、急性期病床の削減が思うように進んでいないことや、公立・公的医療機
関等の役割が民間医療機関では担えないものに重点化されているかが疑問視されていることにあ
るようです。今後、再検証の対象とされた病院は、2025年を見据えた医療機関としての役割や
2025年に持つべき医療機能別の病床数などを再検証し、決定することになります。当院としては、
既に一部修正したものが県南西部地域医療構想調整会議で合意を得ており、この方針を大きく変
更することは考えておらず、今後、行政や医師会のご理解・ご協力を得て、NHO本部とも十分に
協議した上で結論を出す予定です。
　公表によって、当院が統廃合するのかといった風評被害を大変心配しております。早速、職員
や外来・入院の患者様に対して、また当院に患者様を紹介していただいている医療機関に対して、
当院の方針をお知らせしました。一方で、厚生労働省医政局から「地域医療構想の実現に向けて」
（９月27日付）と題して今回の発表に関する補足説明がなされています。「…再検証をお願いする
ものです。したがって、必ずしも医療機関そのものの統廃合を決めるものではありません。また、
病院が将来担うべき役割や、それに必要なダウンサイジング・機能分化等の方向性を機械的に決
めるものでもありません」。公表するのであれば、取り組み状況をふまえた最新の状況を出すべ
きであったし、地域の実情が十分に盛り込まれていないデータをもって、そもそも公表する必要
があったのか、到底納得のいくものではありません。
　当院は、結核、重症心身障害児（者）医療、神経難病、呼吸器・アレルギーといった政策医療
や専門医療の維持・発展とともに、地域から求められている医療をしっかりと提供できるよう、
職員一同、一層取り組んでまいります。岡山県医師会の皆様におかれましては、今後ともご指導
ご支援の程、何卒よろしくお願い申し上げます。


